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●キャンパス外の拠点で、地域社会と交流しながら活動する
大学と地域が出会う『地域活動拠点』（→P61　第Ⅱ部第4章）

サテライトラボ上尾
団地の空き店舗を活用した大学研
究拠点。月一回の運営会議で各関係
者の活動実績や活動計画の報告、
授業の成果発表、研究の協力依頼
と成果発表などを行う。この会議
は会則を設け、上尾市や県社会福
祉協議会等の基金や助成金制度に
応募し、採択されることで原市カ
フェ、夜カフェ等の新たな実証実験
に挑戦している。

ふじのきさん家
ち

古い木造の空き家を防火・耐震化改修して創設した、地域の寄り合い
処。1階はカフェ、2階は多目的スペースで、防災講座や高齢者向け講習
会、無料建築相談など地域の防災対応力を高めるネットワークづくり、
また料理や歌会などの幅広いプログラムが実施されている。

すみだテクノプラザ
地元信用金庫の空きフロアの提供を受けて設置された
大学の地域連携拠点。企業、行政、住民との各種会合
のほか、まちづくり系の演習授業の場としても活用す
る。地域住民が大学の活動を直接目にできることで、
連携は深まっていく。

月島長屋学校
タワーマンションが林立する一方、下町らしい風景
が残る地域の特徴を生かし、築90年の長屋を地域拠
点に。学生と地域住民が集い、ともにまちづくりを学
び・実践する。2018年6月には、大学院生が企画した
Foreigner’s Eyes Photo Exhibitionが開催された。

■芝浦工業大学のまちづくり・ものづくり活動■

●大学と地域が共に考える場と関係をつくる
地域で一緒に考える『協議会・研究会』（→P49　第Ⅱ部第3章）

学生クルーズガイド
芝浦工業大学が地域とともに毎
年開催する「豊洲水彩まつり」
と停泊する船舶を使った「船カ
フェ」で、運河クルーズを実施
し、学生たちが見所をガイド。
学生たちは、ガイドの準備とし
て、東京湾岸地域の歴史的な文
脈と、刻々と変化する地域の状
況を勉強する。

熱中症リスク発見ツアー
地域の協議会と連携し、地域住民関係者と学生
たちが一緒に大宮駅周辺のまちを歩き、暑熱環
境の計測や熱中症リスクの体感・発見を行う。
都市の高温化が深刻化していく中でも「歩いて
暮らせる都市づくり」を実現するための検討。

水辺空間の設計提案
学生たちが運河沿い水辺空間の設計提案を行
い、豊洲地区運河ルネサンス協議会のメンバー
に対して発表し、意見交換を行った。協議会で
はこの提案を江東区などに参考案として提示し
ている。



　芝浦工業大学は、2013年の「地（知）の拠点整備事業（大学COC事業）」に採
択されました。これを契機に「社会に学び、社会に貢献する技術者の育成」という
本学の建学の精神に則った実践教育の拠点形成を進めることができました。
　2014年には、私立理工系大学で唯一「スーパーグローバル大学（SGU）創成支
援事業」にも採択され、大学COC事業で進めていた実践教育のグローバル展開を
加速することができました。
　翌2015年にはGlobal Technology Initiative Consortium（GTIコンソーシアム）
の発足によって、政府機関・企業・アジアの大学との産学官連携の体制も確立しま
した。
　2014年に採択された「大学教育再生加速プログラム（AP事業）」とも連携しな
がら、地域からグローバルという幅広い舞台で活躍できる総合的問題解決能力を備
えた技術者を育成できる仕組みができつつあると感じています。地域というローカ
ルな取り組みがグローバル活動を強化する、一方で、グローバルな取り組みが地域
連携活動を強化する、それを学生が主役となって推進することができるという理想
的な体制を本学は確立しつつあると自負しております。
　大学COC事業のコンセプトは、本学が創立以来ずっと持ち続けている実践的
「ものづくり」教育の伝統継承と、３つのキャンパスを中心として地域との信頼関
係の上に積み上げてきた「まちづくり」の共創ならびにボトムアップによる人材育
成です。
　学生・教員・大学職員・企業・市民・自治体による協働が、大学と地域にとどま
らない、世界に、新たなイノベーションを創出するものと信じております。
　そのメソッド（方法）、プロジェクト（行動）を本書で具体的に紹介させていた
だくことは、本学の創立100周年に向けた更なるチャレンジへとつながるものと期
待しております。

芝浦工業大学 学長　村上　雅人

はじめに●利用者への理解、共感から始まる、解決へのステップ
デザイン思考からの課題解決（→P139 第Ⅱ部第９章）

エスカレーターに貼るグラフィックの提案
忙しい都会生活で行いがちな歩く、走るなどの危険な行為を防ぎ、エスカレーター事故をなくす工
夫。どんなイラストや文字が、もっとも利用者の心に響いて、心静かに立ち止まって乗ってもらうこと
ができるか。産学官連携により、港区の施設で実証実験とアンケートが行えたので、施設を利用する
幅広い年齢層の人の協力が得られ、ベストなグラフィックに仕上げることができた。また同時に、地域
住民の安全への意識の高まりにもつながった。

災害対応アイデアの例。避難所で、プラ
イベート空間を確保する間仕切り段ボー
ルを固定でき、かつ心を落ち着かせる照
明にもなるアイテムだ。これは港区の公
共施設での防災展に展示したもの。学生
たちは被災者の視点にたって、さまざま
なアイデアを創出した。

災害対策を考える防災展の展示
デザイン思考は、ものごとを解決するためのさまざまな
企画、設計行為をデザインと捉え、思考するもの。写真
は2017年に行われた、江東区での防災展の展示。学生自
身が災害について調査し、その対策や防災のための提案
をした。地域の防災意識や、大学と地域の協働意識を高
めるプロジェクトだ。



　本書は、大学が地域さらには海外と交わることで、教育、研究、社
会貢献の量質がいかに高まるか、芝浦工業大学（東京都江東区・港
区、埼玉県さいたま市）の実践を通して明らかにするものである。
　今日の大学において地域連携と国際交流は必須となり、従来の教
育、研究、社会貢献といかに効果的に結びつけるか、各地の大学が模
索している。それを後押しするのが、本書で取り上げる文部科学省
「地（知）の拠点整備事業（大学COC事業）」である。中でも理工系
大学には、環境問題や高齢化など益々複雑化する現代の社会問題に対
し、技術的解決策が求められており、まちづくり分野とものづくり分
野のタッグで取り組もうというのが、芝浦工業大学の大学COC事業
『「まちづくり」「ものづくり」を通じた人材育成推進事業』である。
　本書は全10章の３部からなる。第Ⅰ部「メソッド」は本書の背景と
要点を述べる導入である。第1章「大学と地域」では、大学COC事業
の背景にある、大学と地域の関わり方の系譜を、まちづくりとものづ
くりそれぞれの面から概観する。第２章『「まちづくり」「ものづくり」
を通した人材育成』では、芝浦工業大学が行った大学COC事業の要
点を整理し、大学と地域が連携するメソッド（手法）を導く。
　第Ⅱ部「プロジェクト」第３章から第９章では、大学COC事業の

本書のねらい
中で実施したプロジェクトをそれぞれの担当教員が解説する。ひとつ
のプロジェクトを丸ごと取り上げる章もあれば、テーマが共通する複
数のプロジェクトを含む章もある。各章が完結しており、最初から通
読しても、章を選んで熟読しても構わない。第Ⅰ部第２章で導くメ
ソッドのどれが対応するか、各章の冒頭にアイコン形式で示す。
　第Ⅲ部「データ」では、芝浦工業大学の大学COC事業、全23プロ
ジェクトを共通の書式で記録し、プロジェクトの内容を個々に詳しく
知ることができる。冒頭の第10章「プロジェクトの総覧」では、学内
で大学COC事業を司ったコーディネーターが、全プロジェクトを俯
瞰的に分析する。都心と郊外さらには地方での成果、企業や自治体の
協力、教員と事務職員の協働、授業との連係や国際プログラムへの展
開など、際立った特徴が見られる。
　情報化とグローバル化が急進する一方で、大学には、変革を起こす
リーダーシップと、地に足がついた教育、研究、社会貢献の両方が求
められており、その媒介となるのが地域連携と国際交流である。学内
外の組織的な取り組みに、個々の工夫と熱意が加われば、大きな成果
につながることを、本書から読み取っていただけたら、著者一同望外
の喜びである。
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　本書が眼目とする文部科学省「地（知）の拠点整備事業（大学COC事業）」の主
旨は、英語表記のCenter of Communityが示すように、本分である教育、研究、社
会貢献を通して、大学が地域にはたらきかけることにある。
　欧州の大学が都市に起源をもったのに対し、日本の大学は明治維新の一環として
開学、国家の保護管理下に長らく置かれた。しかし戦前から地域と強いつながりの
あった旧制高校や師範学校が、戦後の学制改革によって私立大学とともに新制大学
に再編されると、大学が地域に関わる基盤が整い、今日に至っている。
　本章は本書の導入として、日本の大学が地域にどう関わってきたか概観する。

1.1　大学と地域の関わり

■大学による地域貢献の始まり
　大学と地域の関わりを、地域の物的空間やコミュニティを直接的な研究対象とす
るまちづくり分野から振り返ってみる。
　戦後1950〜1960年代の日本は、明治開国から戦前までの富国強兵に似て、高度経
済成長を産官学一体で猛進した。爆発的な都市化を迎え、公共建築や超高層ビルの
設計から、自治体の都市計画やニュータウン建設まで、大学が理論も実践も先導し
ていた。
　1968年を頂点とする世界的な学生紛争は、大学の自主独立を訴え、これを契機に
産官学の役割分化が促された。若手研究者や学生は環境破壊や公害問題に敏感に反
応、大学は都市開発や市街地整備など大規模プロジェクトから遠のき、歴史的町並
みの保存や密集市街地の改善など、地元密着のまちづくり活動に傾倒、地域との関

第１章

大学と地域
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係を強めた。
　アメリカにおける大学の地域志向はもう少し早く、1960年代公民権運動とイン
ナーシティ問題に端を発する。前者は人種差別によって疲弊地区を生み、後者は
更新型再開発によって従来のコミュニティを崩壊させた。『アメリカ大都市の死と
生』の著者ジェイン・ジェイコブズが本来の都市の姿と主張した、多様な人々とそ
の活動や要素が混在する界隈を取り戻すために、1960年前後に大学人や専門家が地
域の支援に出向いた。その足場として各地にコミュニティ・デザインセンターが設
けられ、さらに1994年連邦住宅都市省コミュニティ・アウトリーチ・パートナー
シップ・センター・プログラムによって、大学が専門機関を設けて地域支援と実践
教育を兼備する地域貢献学習（サービス・ラーニング）が制度化された。

■国立大学の法人化から大学と地域の相益へ
　日本では、2004年の国立大学法人化を機に、各大学で特徴強化の一環として、地
域との関係を再構築する動きが盛んになった。地域の側も経済疲弊や超高齢社会な
ど1990年代から顕在化した問題への対処に迫られ、企業もグローバル化の下で地球
温暖化や高度情報化への新機軸を模索していた。こうして地域社会と産業界は大学
に新しい発想を求め、いっぽう大学にとって、課題を抱える地域や企業は実践的研
究の題材かつパートナーとなった。本書が取り上げる文部科学省「地（知）の拠点
整備事業（大学COC事業）」が始まったのは2013年、国立大学法人化から10年を経
過し、大学と地域の連携が制度として認められたと解釈できる。
　大学と地域の関わりは拡大してきている。まちづくり分野では、大学が地域を題
材に地域の協力を仰いで教育研究を行い、成果を地域に還元する双方向のはたらき
かけから始まる（図1.1.1）。さらに踏み込むと、利害を異にする主体間を、大学が
中立的立場から仲介できることがわかる。まちづくり協議会や市民ワークショップ
で大学の教員や学生が進行役を任ずるのはそのためである（図1.1.2）。
　ものづくり分野も地域を通して大学の関わりが広がる。大学のまちづくり分野が
町並み保存やコミュニティ再生で奏功した地域密着の活動が、ものづくり分野でも
起きている。製造業の空洞化が進む中、大学は最先端の技術開発はもとより、各地
の伝統工芸や中小企業が磨いてきた技能の保全、伝承、再生に携わるようになり、
その関係づくりに地域が大きな役割を果たしている。自治体が大学に地元の中小企
業を紹介する、大学が地域向けに行う公開行事に中小企業が参加して共同研究が始
まるなど、地域が大学と企業を仲介する動きは益々活発になっている（図1.1.3）。

　以下本章では、まちづくり、ものづくり、それぞれにおける大学と地域の連携を
解説し、最後に最近の事例を通して、大学が地域の一員となる方法を展望する。

1.2　まちづくりにおける大学と地域の連携

　まちづくりの分野における大学と地域との連携は、大学の地域貢献の高まりから
始まり、様々な取り組みへと広がっている。

■大学の地域貢献とまちづくり
　大学の使命は、従来からの「研究」と「教育」という2つの柱に「地域貢献」が
加わり、これら3つが柱となっている（図1.2）。大学は「象牙の塔」と呼ばれるよ
うな権威的な存在ではなく、その有する資源を地域に対しても役立てるということ
で始まった地域貢献は、それ自体の必然性に加えて、研究と教育との間に密接な相
互関係があることで、重要性が高まっている。
　大学が有する資源は、キャンパスや施設といった「空間」、学生や教職員といっ
た「人」、高等教育機関と研究機関として蓄積している「知」、の3つからなり、こ
れらの資源にもとづいて地域貢献は取り組まれる。「空間」資源では、キャンパス
内の広いオープンスペースや、図書館といった施設の地域開放であり、「人」資源
では、教員が学識経験者として公的機関に所属することや、学生のマンパワーと
いったことであり、「知」資源では、市民向け講座の開講や、研究成果にもとづく
技術・ノウハウの提供といったことである。

図1.1　大学と地域の関係図

（図1.1.1）�大学と地域の双方
向関係

（図1.1.2）大学の媒介作用 （図1.1.3）�地域による大学と
企業の仲介
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3.1　地域と共に考える場・関係をつくる

　まちづくりの分野では、地域貢献をベースとしつつ教育と研究を一体として、継
続的な地域連携が取り組まれている。その体制は、大学キャンパスや研究室を拠点
とするもの、大学内にまちづくりセンターといった研究組織を立ち上げるもの、
キャンパスの外に活動拠点を設けるもの、大学が地域の一員としてまちづくり協議
会といった組織に積極的に参画するものがある。
　本章では、芝浦工業大学がとる特徴的な連携体制である「大学が地域の一員とし
てまちづくり協議会といった組織に積極的に参画する」方法を示すが、まずは基本
的なこととして、まちづくり協議会について説明しよう。

■まちづくり協議会
　住民と自治体とをつなげるまちづくりの体制として、まちづくり協議会が組織さ
れることが多い。住民が主体となって検討し意思決定するための社会的な仕組み
であり、町会や自治会、商店会、NPO、住民有志、企業、専門家などで構成され

豊洲地区運河ルネサンス協議会

第3章

地域で一緒に考える『協議会・研究会』

《芝浦工業大学独自の取り組み「学生プロジェクト」について》

第Ⅱ部に登場する「学生プロジェクト」とは、学生が自主的に企画・立案し、運営す
るプロジェクト活動に対して、大学が資金援助をする芝浦工業大学独自の取り組み
である。学生たちは、既存のクラブ・サークル、研究室以外のメンバーで新しいチー
ムを組み、それぞれのプロジェクトを企画・実行していく。学長を委員長とする「学
生プロジェクト選考委員会」による選考会にてプロジェクトが採択されると、１団
体につき年間50万円を上限に活動資金が援助される仕組みとなっている。
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る。まちづくり協議会は、1970年代に住環境改善の取り組みから生まれたもので、
代表的なものとして、神戸市真野地区の「真野まちづくり推進会」がある。1995年
に発生した阪神淡路大震災の復興まちづくりでは、この推進会などが迅速に取り組
み、復興の様々なプロジェクトを実現していったので、その後まちづくり協議会と
いったまちづくりの体制が日本各地へと広がることになった。
　まちづくりの体制には、他にも習志野市の「まちづくり会議」や東京都中野区の
住区協議会（2009年まで）などもある。いずれにしても、住民と自治体とをつなげ
る体制であり、町会や自治会が自治体からのトップダウンによる意思決定機関に陥
りがちになる、内部完結的な議論に終始しがちとなるという欠点を補う体制で、多
様な意見を取り入れる、外に対してもオープンな性格を持たせている。
　このように広がってきたまちづくり協議会は、地域の状況やテーマによって連携
する自治体や地域団体が異なることで様々なタイプがある。次節以降で取り上げる
のは、運河・水辺活用をテーマとする協議会と、駅前中心市街地の再生をテーマと
する協議会である。

■大学がまちづくり協議会の一員となる動き
　特に地方では、地方都市中心市街地の空洞化や、中山間地域の過疎化といった深
刻な問題を抱えている。また人口の減少と高齢化が進んでいることなどから、地域
の大学や研究室がまちづくり協議会といった地域組織の一員となる動きが目立つ。
大学には、学生という若者や教員という人的資源があり、また教員の専門知識や学
生を中心とする新しい発想という知財もある。大学はそのような資源が期待されて
地域の一員となり、地域と教員・学生のマッチングが上手くいくことで、大学が積
極的にまちづくり協議会に参画するケースもでてきている。

■芝浦工業大学と地域の状況
　本学は、東京湾岸地域の江東区豊洲と港区芝浦にキャンパスを構えることから、
豊洲地区運河ルネサンス協議会と芝浦運河ルネサンス協議会の会員となっており、
特に豊洲地区では、本学は協議会の事務局を務めている。
　また本学は、さいたま市見沼区にもキャンパスを有することから、見沼区を中心
として地域との連携が多い。中でも、さいたま市としても一大プロジェクトに掲げ
られている大宮駅周辺地域の協議会に参加して、都市環境の改善をテーマとする取
り組みで重要な役割を果たしている。

3.2　豊洲地区運河ルネサンス協議会

　運河ルネサンス協議会とは、東京都が設けた運河・水辺利用の規制緩和制度の中
に位置づけられたもので、東京湾岸地域に現在５地区が指定されている。豊洲での
運河ルネサンス協議会では、設立当初から学生たちも含めた本学が重要な役割を果
たしており、また貴重な地域貢献学習とアクション・リサーチの場となっている。

2006年 3月31日

3月26日

11月24日

2月15日

3月17日

 5月 9日

 7月 8日

9月29日

11月 2日

12月 8日

3月

7月25日

3月27日

8月21日

※１ 芝浦工業大学の学生が企画し、仮設の船着場を設置して豊洲周辺のクルージングを実施した。
※２ 芝浦工業大学と東京海洋大学、江東区、運ルネ協議会設立準備会のメンバーが開催したもので、船上 

　 からの水辺の視察とシンポジウムを行った。 この際、学生による船着場の提案が行われた。
※３ 芝浦工業大学前のキャナルコートで、小学生以下の子どもを対象に竹筒水鉄砲を作り、簡単なゲームや

　 打ち水を行った。
※４ 船着場を利用してドラゴンボートやカッターボートの乗船体験や他の江東区の防災船着き場との連絡船

　 を行った。その他に、キャナルコートを利用 した出店や打ち水等を実施した。

2011年

日付

2008年

2007年

2009年

2010年

イベント

打ち水大作戦(※３)

第２回豊洲地区運ルネ協議会設立準備会

第３回豊洲地区運ルネ協議会設立準備会

第４回豊洲地区運ルネ協議会設立準備会

第５回豊洲地区運ルネ協議会設立準備会

会合

運河ルネサンス豊洲地区連絡会(第１回)

運河ルネサンス豊洲地区連絡会(第２回)

運河ルネサンス豊洲地区連絡会(第３回)

第１回豊洲地区運ルネ協議会設立準備会

 3月 1日

豊洲運河リバークルージング(※１)

「江東」水辺のまちづくりフォーラム(※２)

「運ルネ協議会」設立

「キャナルウォーク」開放

「潮風の散歩道」開放

「豊洲運河船着場」整備完了

豊洲水彩まつり

・船着場の利用状況
2010年度：計20回、約2,200人(イベント5回・2,084人、調査研究14回・185人、清掃1回・20人)
2011年度：計31回、約5,800人(イベント23回・5,625人、調査研究8回・146人)

・運ルネ協議会の設立以降は定期的に協議会を開催している（合計15回、2012年3月21日現在）

 3月

江東水彩都市づくりフェスタ(※４)

図3.1　�豊洲地区運河ルネサンス協議会設立の経緯。2007年の学生プロジェクト「豊洲リバーク
ルージング」が大きな役割を果たした
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■複数研究室の連携によるロボットネットワークの実証デモ

　共通ソフトウェアを用いることで、複数研究室間の連携
が容易になる。Robot Week RT交流プラザの展示では、イ
ンタフェースロボット、モーションセンサ、カメラマンロボッ
ト、インタラクティブディスプレイなどを空間知サーバのも
とで連携させ、ロボット記念撮影システムを構築、展示し
た。また、会場内にアンケートロボットとセンサを複数台設
置することで、会場内の人の動きを計測する仕組みを学外
研究機関と協力して構築した。

■深川江戸資料館・深川商店街と連携した実証実験の継続

　2014年度から継続的に深川江戸資料館で実証実験を
行っている。写真撮影、受付、移動案内など、回を重ねる
ごとに、現場のニーズを受けながら内容も充実している。
2016年度からは周辺の深川商店街でも店舗の協力を得て
ロボットネットワークの実証実験を行っている。複数のアン
ケートロボットやセンサをネットワーク化することで、商店
街の活性化に役立つように、リコメンドや人の流れを計測
する試みを行った。

■まちづくりプロジェクトとの連携による新分野への展開

　2016年度の豊洲水彩まつりでは、水辺の活用を推進す
るプロジェクト03と連携し、ロボットによるクルージングガ
イドの実験を行った。建築の学生がガイドを行っていたも
のだが、ロボットがベースとなるガイドを行うことで、学生
は個別に臨機応変な説明が可能となる。インタフェースロ
ボットは通常固定した場所で使われるが、GPSとクルーズの
組み合わせによる新しい活用方法が開拓された。2018年
度はインバウンド対応など新しい応用も視野に入れた。

《トピックス》

P R O J E C T

01
「ロボット技術による見守り・健康支援等
スマートタウン構築」プロジェクト

〜ロボット技術とネットワーク化によりまちなかでのロボット活用に挑戦〜

〈
概
　
要
〉

　下町地区では少子高齢化が進む一方、人のつながりを大切にする地域でもあり、災害対
策やお年寄りの安否確認・健康管理、防犯など深刻な課題がある。
　本学が研究を進めてきた共存型ロボット、遠隔ロボット技術や移動ロボットの技術を活か
したロボットネットワークシステムの構築を図り、地域のQOL（クオリティ・オブ・ライフ）向
上を図る。本課題は日本や世界でも共通の課題であり、新しい地域モデル創出に繋がる。
　地域の商店街、高齢者団地、資料館などでの実証実験を通して、研究者ばかりでなく多く
の学生がニーズと研究との繋がりの重要性を認識することができた。

〈
デ
ー
タ
〉

【連携地域】　江東区／中央区／埼玉県（上尾市）
【PJ実施期間】　2013年度〜2017年度
【参加教員】　ＰＪ代表者：松日楽信人（機械機能工学科）

内村裕（機械工学科）／水川真、吉見卓、長谷川忠大（電気工学科）／島田明、佐々木毅（デ
ザイン工学科）／菅谷みどり（情報工学科）／油田信一（SIT総研）など

《教育・研究・社会貢献の特徴》

教　
　

育

■ニーズ側の地域住民や専門家とのネットワーク構築
　本プロジェクトでは、ロボット技術活用の有用な方策として、高齢者の見守りを挙げている。
機械機能工学科3年の「創成ゼミナール」では学生による福祉機器の提案、国際福祉機器展へ
の参加などを行った。発表会では、上尾看護専門学校の先生方をお招きし現場側からの意見
を伺っている。同校とは、高齢化が進む団地での実証デモを通してネットワークができた。

研　
　

究

■地域との連携を通した課題解決手法の研究
　ロボット技術の実現では、地域で実際に有効に活用される「キラーアプリケーション」を探
すことが重要となる。上尾市の原市団地（高齢者見守り）、深川江戸資料館（おもてなし）、深
川商店街（活性化）など、具体的な課題を持つ地域でロボットネットワークによる実証実験を
行い、地域の意見をフィードバックしながら、実際に役立つ活用方法を研究している。
■共通ソフトウェアを用いた複数研究室の連携

　学生がプロトタイプを容易に構築できる、各研究成果をネットワーク化させて将来的な地域
展開を図ることを視野に入れ、共通ミドルウェアであるRTM（RTミドルウェア）、共通通信プ
ロトコルであるRSNP（Robot Service Network Protocol）をベースとしている。これらを共通
ネットワーク技術として、学内コンソーシアムや複数研究機関による研究会を構築している。

社
会
貢
献

■展示会・シンポジウム・講演会・コンテストなどを通した積極的な情報発信
　東京ビッグサイトで開催される「国際ロボット展および Japan Robot Week RT交流プラザ」
への出展、「ベイエリアロボティクスフォーラム」の開催を継続的に行っている。また、日本ロ
ボット学会を始めとした講演会での発表、RTMやRSNPコンテストへの参加を行い、多数の賞
を受賞している。これらが、研究成果の社会還元と同時に学生のモチベーション向上にもつな
がっている。
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　　　 https://www.shibaura-it.ac.jp/educational_foundation/summary/principle_and_

founder.html
[2] 古川修・他「産学・地域連携 PBLによる実学教育の試み」工学教育（J. of 

JSEE）、第64巻第3号、2016年

第３章
日本建築学会編「まちづくりの方法」丸善出版、2012年
細 田渉・他「まちづくり協議会が主体となる「船カフェ」の実践」日本建築学会

技術報告集、第19巻第41号、pp.303-308、2013年
赤 沼大暉・他「水辺公共空間の活用を促進するための運営に関する研究　―東京

都隅田川流域と湾岸地域における実態を対象として―」日本都市計画学会都市
計画論文集、Vol.53、No.1、pp.27-38、2018年

[1] 一般社団法人 大宮駅東口協議会（OEC）http://www.oec.or.jp/（HP参照日：2018

年8月13日）

第４章
志村秀明『東京湾岸地域づくり学』鹿島出版会、2018年
三菱総合研究所『団地における介護予防モデルに関する調査研究事業：先進地に
学ぶ団地を元気にするガイドブック〜団地における介護予防の取り組みを推進す
るための手引き〜』、表紙、p.6、p.20、2017年

第５章
前 田英寿・遠藤新・野原卓・阿部大輔・黒瀬武史『アーバンデザインセンター開

かれたまちづくりの場』理工図書、2012年
前 田英寿・遠藤新・野原卓・阿部大輔・黒瀬武史『アーバンデザイン講座』彰国
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　芝浦工業大学の「地（知）の拠点整備事業（大学COC事業）」は、
2017年度をもって5年間の助成期間が満了となった。当初の目標を超える
成果を実現したものと自負している。その後も地域連携活動を継続的に展
開しているが、大学COC事業の終了を契機に、これまでの成果を汎用性
のある内容としてまとめ、それを公表することで大学と地域の連携を志向
している様々な立場の方々に役立てていただきたい。それが、本書を公刊
するに至った直接の動機である。
　編集の方針を議論した末、いわゆる事業報告書のような本ではなく、読
み物としても面白く、他の大学や地域でも適用可能な汎用性のある内容、
メソッド（方法）を把握しやすい本にしたいという目標を定めた。大学
COC事業として実施したプロジェクトのすべてを一律に紹介すると紙面
が不足して、通常の報告書のスタイルになってしまう。そのため、一部の
プロジェクトのみを選んで、最終成果だけでなく成果に至るプロセスを含
めてできるだけ詳細に記述しよう、という方針を決めた。それが本書の第
Ⅱ部「プロジェクト」の第３章から第９章につながっている。また、第Ⅱ
部で紹介できなかった他のプロジェクトについては、第Ⅲ部「データ」で
概要を紹介するスタイルとした。
　本書をまとめる過程において、芝浦工業大学の多様な教員による多様な
地域連携活動をあらためて共有するとともに、本学が特徴的に用いている
メソッド（手法）を事後的に整理することができた。そのメソッドを本書
では「芝浦メソッド」と呼んでいる。第2章で述べているとおり、「芝浦メ
ソッド」は、「地域現場主義」、「まちづくり・ものづくり連携」、「見える
化」、「システム思考・デザイン思考」、「グローバルとローカル」、「ボトム
アップ体制」の６つの柱に整理できる。さらに、それらのメソッドを具現
化する手法として、「地域連携のインフラ」、「プロジェクト・ベースト・
ラーニング」、「知と地のネットワーク」の３つの領域があり、それぞれの
領域においてさらに詳細なメソッドを展開している。
　本書が対象としている読者は、非常に幅広い。大学などの教育・研究機
関に関わる教職員、学生、研究者の方々、企業、事業者などの産業分野に
関わる方々、行政、公的機関などの公共分野に関わる方々、そして、地

おわりに
域活動に関わっている、あるいは関心を抱いている市民の方々などであ
る。本書を通じて、それぞれの立場に応じて「芝浦メソッド」から何ら
かのヒントを得て、産学官民連携による「地域共創」の実践にいかして
いただければ幸いである。

　本書は、これまで芝浦工業大学と連携させていただいた数多くの組織
および個人の方々のご尽力の賜物である。紙面の都合上、個別にお名前
を記載することができないことをお詫びするとともに、本学との連携に
関わり、連携を支えてくださった皆様に深く感謝の意を表したい。
　さらに、この場を借りて、本書の出版に協力いただいた学内の教職
員、学生の皆様に謝意を述べたい。また、本書の趣旨に賛同し出版を実
現していただいた三樹書房の小林謙一氏、編集を担当いただいた中島匡
子氏にお礼を申し上げたい。

　2019年２月吉日

芝浦工業大学　地域共創センター
編集担当者

中村　　仁
志村　秀明
前田　英寿
古川　　修
平井　一歩
杉野　博之
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▪平井　一歩〔＊〕

研究推進室研究企画課産学官連携・COCコーディネーター（〜2017年度）
 10.1〜10.3、プロジェクト一覧、参考データ集

▪杉野　博之〔＊〕

研究推進室研究企画課産学官連携・COCコーディネーター
 10.1〜10.3、プロジェクト一覧、参考データ集

プロジェクト代表者　
PJ01．松日楽信人　　工学部機械機能工学科教授
PJ02．南　　一誠　　建築学部建築学科教授
PJ03．志村　秀明　　建築学部建築学科教授
PJ04．橋田　規子　　デザイン工学部デザイン工学科教授
PJ05．前田　英寿　　建築学部建築学科・デザイン工学部デザイン工学科教授
PJ06．中村　　仁　　システム理工学部環境システム学科教授（代表期間：2013〜2014年度）

作山　　康　　システム理工学部環境システム学科教授（代表期間：2015〜2017年度）

PJ07．古川　　修　　大学院理工学研究科特任教授
PJ08．山崎　敦子　　工学部共通学群英語科目教授
PJ09．長谷川浩志　　システム理工学部機械制御システム学科教授
PJ10．岩倉　成志　　工学部土木工学科教授
PJ11．増田　幸宏　　システム理工学部環境システム学科准教授
PJ12．相澤　龍彦　　デザイン工学部デザイン工学科教授
PJ13．佐藤　宏亮　　建築学部建築学科准教授
PJ14．村上嘉代子　　工学部共通学群英語科目准教授
PJ15．間野　一則　　システム理工学部電子情報システム学科教授
PJ16．伊東　敏夫　　システム理工学部機械制御システム学科教授
PJ17．中村　広幸　　工学部共通学群人文社会科目教授
PJ18．石﨑　聡之　　工学部共通学群体育・健康科目准教授
PJ19．戸澤　幸一　　デザイン工学部デザイン工学科教授（実施期間：2013〜2015年度）

PJ20．西沢　大良　　建築学部建築学科教授（実施期間：2015年度）

PJ21．西川　宏之　　工学部電気工学科教授（実施期間：2014〜2016年度）

PJ22．越阪部奈緒美　システム理工学部生命科学科教授（実施期間：2015〜2016年度）

PJ23．平田　貞代　　大学院工学マネジメント研究科准教授（実施期間：2015〜2016年度）

執筆者、プロジェクト代表者紹介（所属と役職は各プロジェクト担当時のもの）

執筆者（執筆順）〔＊〕は編集担当者

▪前田　英寿〔＊〕

地域共創センター部門長（芝浦 ， 〜2017年度）
建築学部建築学科・デザイン工学部デザイン工学科教授 1.1、1.4、5.1〜5.7

▪志村　秀明〔＊〕

地域共創センター部門長（豊洲）／建築学部建築学科教授 1.2、3.1〜3.2、3.4、4.2

▪戸澤　幸一
デザイン工学部デザイン工学科教授 1.3、7.1〜7.3、7.5

▪古川　　修〔＊〕

COC事業推進責任者／大学院理工学研究科特任教授 2.1〜2.7

▪増田　幸宏
システム理工学部環境システム学科准教授 3.3

▪作山　　康
システム理工学部環境システム学科教授 4.3

▪中村　　仁〔＊〕

地域共創センター部門長（大宮）
システム理工学部環境システム学科教授 4.1、4.4、4.5

▪松日楽信人
工学部機械機能工学科教授 6.1〜6.5

▪平田　貞代
大学院工学マネジメント研究科准教授 7.4

▪長谷川浩志
システム理工学部機械制御システム学科教授 8.1〜8.4、8.7

▪山崎　敦子
工学部共通学群英語科目教授 8.5

▪村上嘉代子
工学部共通学群英語科目准教授 8.6

▪橋田　規子
デザイン工学部デザイン工学科教授 9.1〜9.6
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